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手続の
性質

手続の
公開等

証拠調べ
の方法

その他

判決に対す
る上訴

裁判の
形式等

裁判の内容・効力等 不服申立ての方法等
異議後の手続

の管轄

手続の特徴

手続費用
訴訟における
判決の内容

異議申立て
の手続費用

異議後の手続の特徴根拠法 手続の対象 管轄
手続の
当事者

国内制度における簡易な手続について

－

・異議者等
を審尋しな
ければなら
ない（第125
条第４項）
・非公開
・東京地裁
の運用は
書面審尋を
原則として
おり、概ね
２週間以内
に相手方か
ら反論書面
と疎明資料
を提出させ
た上、速や
かに決定を
行う。

非訟とし
ての性格
を持つ

控訴・上告が
可能

訴えを不適法として
却下する場合を除き、
破産債権査定申立て
についての決定を認
可し、又は変更する
（第126条第７項）。

・査定手続で提出した資料は
当然には訴訟資料とならな
い。
・異議等のある破産債権に
ついての額及び原因、優先
的破産債権、劣後的破産債
権又は約定劣後破産債権で
あることについては、破産債
権者表に記載されている事
項のみを主張することができ
る（第128条）。

訴訟の目的の
価額による。
その価額は、
配当予定額を
標準として受
訴裁判所が定
める（破産規
則第45条）。

・破産裁判所（当
該破産事件が係
属している地方裁
判所）
・破産事件を管轄
する根拠規定が、
大規模事件に関
する特例のみであ
るときは、著しい
損害又は遅滞を
避けるため必要が
あると認めるとき
は、職権で、債務
者の主たる営業所
の所在地を管轄す
る地方裁判所等に
移送することがで
きる（第126条第３
項）。

査定申立てについての決
定の送達を受けた日から
１ヶ月以内に異議の訴え
を提起することができる
（第126条第１項）。

訴訟の目的の
価額による。
その価額は、
①破産管財人
申立ての場
合：査定額と
請求額との差
額
②役員申立て
の場合：査定
額のうち取消
しを求める額

当該破産
事件が係
属している
裁判所

・異議等のあ
る破産債権
を有する破
産債権者
・破産管財人
及び異議を
述べた届出
をした破産債
権者全員(第
125条第1項）

不要

決定(第179条
第１項）

非訟とし
ての性格
を持つ

・役員を審
尋しなけれ
ばならない
（第179条
第２項）。
・非公開

－

破
産
債
権
査
定

破
産
法

破産債権の額又は優先的破産債
権、劣後的破産債権若しくは約定劣
後破産債権であるかどうかの別（第
125条第１項）。
※異議等のある破産債権のうち執
行力ある債務名義又は終局判決の
あるもの、異議等のある破産債権に
関し破産手続開始当時訴訟が係属
する場合を除く。

破産債権査定申立てに
ついての決定に対する
破産債権査定異議の訴
えが、期間内に提起され
なかったとき、又は却下
されたときは、当該決定
は破産債権者の全員に
対して確定判決と同一
の効力を有する（第131
条第２項）。

決定(第125条
第３項）

異議等のある破産債権につい
ての額及び原因、優先的破産
債権、劣後的破産債権又は約
定劣後破産債権であることに
ついては、破産債権者表に記
載されている事項のみを主張
することができる（第128条）。

控訴・上告が
可能

査定手続で提出した資料は
当然には訴訟資料とならな
い。

・訴えを不適法として
却下する場合を除き、
役員責任査定決定を
認可し、変更し又は
取り消す（第180条第
４項）。
・役員責任査定決定
を認可し、又は変更し
た判決は強制執行に
関しては、給付を命ず
る判決と同一の効力
を有する（第180条第
５項）。
・役員責任査定決定
を認可し又は変更し
た判決には、申立て
により又は職権で、仮
執行宣言をすること
ができる（第180条第
６項、民訴法第259条
第１項）。

・役員責任査定決定に
対する異議の訴えが期
間内に提起されなかった
とき又は却下されたとき
は、役員責任査定決定
は給付を命ずる確定判
決と同一の効力を有す
る（第181条）。
・仮執行宣言をすること
はできない。

・役員責任査定決定の送
達を受けた日から１ヶ月以
内に査定決定に対して異
議の訴えを提起することが
できる（第180条第１項）。
・申立てを棄却する決定に
は異議を出すことはできな
いが、管財人が通常の訴
えで責任追及することは
認められる。

破産裁判所（当該
破産事件が係属し
ている地方裁判
所）（第180条第２
項）

申立てをするときは、その原
因となる事実を疎明しなけれ
ばならない(第178条第２項）。

不要

破
産
役
員
責
任
査
定

破
産
法

法人破産者の役員の責任に基づく
損害賠償請求

破産管財人
(第178条第1
項）
※相手方の
ない事件と考
えられてい
る。

当該破産
事件が係
属している
裁判所
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審理は非
公開で行
う。ただし、
相当と認め
る者の傍聴
を許すこと
ができる
（第16条）。

職権で事実
の調査を
し、かつ、
申立てによ
り又は職権
で、必要と
認める証拠
調べをする
ことができ
る。証拠調
べは民事
訴訟の例に
よる(第17
条第２項）

・原則３回以内の期日で審理
を終結(第15条第２項）
・調停可能(第1条、規則第22
条第１項）
・労働審判官１名、労働審判
員２名で組織する労働審判委
員会が手続を行う(第７条）
・労働審判員は、最高裁判所
が労働関係に関する専門知識
を有する者を任命（第９条第２
項、労働審判員規則第１条）
・労働審判委員会は、事案の
性質に照らし、労働審判手続
を行うことが紛争の迅速かつ
適正な解決のために適当でな
いと認めるときは、労働審判
事件を終了させることができ
る、（第24条第１項）。この場
合、訴え提起擬制あり（第24条
第２項、第22条）。
・訴訟が係属するときは、受訴
裁判所は労働審判事件が終
了するまで訴訟手続を中止す
ることができる（第27条）。

・労働審判を
求める事項
の価額によ
る（民事訴訟
費用等に関
する法律第
３条第１項、
別表第１の
14）
・労働審判を
求める事項
の価額は、
訴額の算定
と同様労働
審判手続の
申立てをもっ
て主張する
利益によっ
て算定する
（民事訴訟
費用等に関
する法律第
４条第６項、
同条第１項、
民訴法第８
条第１項）

労
働
審
判

労
働
審
判
法

労働契約の存否その他の労働関係
に関する事項について、個々の労働
者と事業主との間に生じた民事に関
する紛争（第１条）

・個々の労働
者
・事業主

相手方の
住所、居
所、営業所
若しくは事
務所の所
在地、労働
者が現に就
業し若しく
は最後に就
業した事業
主の事業
所の所在
地を管轄す
る地方裁判
所又は当
事者が合
意で定める
地方裁判
所（第２条）

非訟事件
手続法、
民事調停
法を準用
(第29条）

通常の判決と同様
控訴、上告が
可能

・審判(第20条
第１項）
・審判書の作
成、又は、期
日において主
文及び理由
の要旨を口頭
で告知（第20
条第３項、第
６項）

・労働審判においては、
当事者の権利関係を確
認し、金銭の支払、物の
引渡しその他の財産上
の給付を命じ、その他紛
争を解決するために相
当と認める事項を定める
ことができる（第20条第
２項）
・判決主文型と調停条項
型のいずれの形式によ
ることも可能
・適法な異議の申立てが
あったときは、労働審判
は、その効力を失う(第
21条第３項）。
・適法な異議の申立てが
ないときは、裁判上の和
解と同一の効力を有す
る(第21条第４項）。

・審判書の送達又は労働
審判の告知を受けた日か
ら２週間の不変期間内に
異議の申立てをする（第21
条第１項）
・適法な異議の申立てが
あったときは、労働審判の
申立てがあった時に、訴え
の提起があったものとみな
す（第22条第１項）。
・申立書が訴状とみなされ
る（第22条第３項、規則第
32条）

労働審判が行わ
れた際に労働審
判事件が係属して
いた地方裁判所
（第22条第１項）

労働審判を求
める事項の価
額によって算
定した額（民
事訴訟費用等
に関する法律
第３条第１項、
別表第１の１）
から審判申立
時に納付した
額を控除した
額（民事訴訟
費用等に関す
る法律第３条
第２項第２号）

・申立書が訴状とみなされる
（第22条第３項、規則第32
条）。
・受審判裁判所から、受訴裁
判所へ事件記録が引き継が
れるが、訴状とみなされる書
面以外の主張書面や証拠書
類等を訴訟資料とするため
には、訴訟手続において改
めて陳述・提出する必要があ
る。

刑
事
訴
訟
手
続
に
伴
う
犯
罪
被
害
者
等
の
損
害
賠
償
請
求
に
係
る
裁
判
手
続
の
特
例

犯
罪
被
害
者
等
の
権
利
利
益
の
保
護
を
図
る
た
め
の
刑
事
手
続
に
付
随
す
る
措
置
に
関
す
る
法
律

殺人、傷害などの故意の犯罪行為
により人を死傷させた罪等（※）に係
る刑事被告事件の被害者又はその
一般承継人の被告人に対する、当
該被告事件に係る訴因として特定さ
れた事実を原因とする不法行為に
基づく損害賠償請求（第17条第１項）
※①故意の犯罪行為により人を死
傷させた罪又はその未遂罪
②次に掲げる罪又はその未遂罪
イ　強制わいせつ、強姦、準強制わ
いせつ及び準強姦の罪
ロ　逮捕及び監禁の罪
ハ　未成年者略取及び誘拐、営利目
的等略取及び誘拐、身の代金目的
略取等、所在国外移送目的略取及
び誘拐、人身売買、被略取者等所在
国外移送、被略取者引渡し等の罪
ニ　イからハまでに掲げる罪のほ
か、その犯罪行為にこれらの罪の犯
罪行為を含む罪（①に掲げる罪を除
く。）

・被害者又は
その一般承
継人
・被告人

刑事被告
事件の係
属する裁判
所（地方裁
判所に限
る。）(第17
条第１項）。

・性質に
反しない
限り民事
訴訟法の
規定を包
括的に準
用（第34
条）。
・非訟とし
ての性質
を持つ。

・任意的口
頭弁論
(第23条第
１項）
・口頭弁論
をしない場
合は審尋
することが
できる（第
23条第２
項）。
・口頭弁論
をするとき
には公開、
審尋の場
合は非公
開。

最初の審
理期日で、
刑事被告
事件の訴
訟記録のう
ち必要でな
いと認める
ものを除
き、取り調
べなければ
ならない
（第24条第
４項）。

・原則４回以内の期日で審理
を終結(第24条第３項）。
・４回以内の期日で審理を終
結することが困難であると認
めるときは、申立てにより又は
職権で損害賠償命令事件を終
了させる旨の決定ができる（第
32条第１項）。
・申立人から民事訴訟手続で
行うことを求める旨の申述が
あったとき（刑事被告事件につ
いて終局裁判の告知があるま
で）、又は、当事者から民事訴
訟手続で行うことを求める旨
の申述があり、かつ、これにつ
いて相手方の同意があったと
き（損害賠償命令の申立てに
ついての裁判の告知があるま
で）は、損害賠償命令事件を
終了させる旨の決定をしなけ
ればならない（第32条第２
項）。
・損害賠償命令事件を終了さ
せる旨の決定があったとき
は、訴えの提起があったもの
とみなす（第32条第４項、第28
条第１項）。
・刑事被告事件について有罪
の言渡しがあった後、直ちに
審理のための期日を開かなけ
ればならない（第24条第１
項）。

2,000円（損
害賠償命令
の申立てに
関する費用：
第36条第１
項（その他の
手続に関す
る費用は、
同条第２項
以下に規
定））

・決定（第26
条）
・決定書の作
成、又は、当
事者が出頭
する審理期日
において主文
及び理由の
要旨を口頭で
告知（第26条
第４項）

・損害賠償命令について
は、申立てにより又は職
権で、担保を立てて、又
は立てないで仮執行宣
言をすることができる
（第26条第２項）。
・適法な異議の申立てが
あったときは、損害賠償
命令の申立てについて
の裁判は、仮執行の宣
言を付したものを除き、
その効力を失う（第27条
第４項）。
・適法な異議の申立てが
ないときは、損害賠償命
令の申立てについての
裁判は、確定判決と同
一の効力を有する（第27
条第５項）。

・損害賠償命令の申立て
についての裁判の決定書
の送達又は口頭による告
知を受けた日から２週間
以内に異議の申立てをす
る(第27条第１項）。
・適法な異議の申立てが
あったときは、損害賠償命
令の申立てがあった時
に、訴えの提起があったも
のとみなす（第28条第１
項）。

損害賠償命令の
申立人が指定した
地（指定なきとき
は被告人の普通
裁判籍の所在地）
を管轄する地方裁
判所又は簡易裁
判所（第28条第１
項）

目的の価額に
よって算定し
た額（民事訴
訟費用等に関
する法律第３
条第１項、別
表第１の１）か
ら2,000円を控
除した額（第
36条第３項）

・申立書は訴状とみなされる
（第28条第１項）。
・裁判所が関係者の名誉、生
活の平穏を著しく害するおそ
れがあると認めるもの等送
付することが相当でないと認
めて特定したものを除き、損
害賠償命令の事件記録を送
付しなければならない（第29
条）。
・損害賠償命令手続の中で
提出された主張書面は民事
訴訟手続に引き継がれるも
のではないため、訴訟資料と
するためには、改めて提出
及び陳述をする必要がある。
書証も新たに申出等をする
必要がある。
・刑事裁判所から送付された
書証の申出は、書証とすべ
きものを特定することにより
することができる(第30条）。

・判決が損害賠償命
令と符合するときは、
その判決において、
損害賠償命令を認可
しなければならない
（第31条第１項）。
・損害賠償命令を認
可する場合を除き、判
決においては仮執行
宣言を付した損害賠
償命令を取り消さな
ければならない（第31
条第２項）。

控訴、上告が
可能
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―
訴訟の目的の価額が60万円以下の
金銭の支払の請求

異議申立て
の手続費用

異議後の手続の特徴
訴訟における
判決の内容

判決に対す
る上訴

訴訟の目的
の価額によ
る（民事訴訟
費用等に関
する法律第
３条第１項、
別表第１の
１）

・一期日審理の原則(第370
条）
・被告は訴訟を通常の手続に
移行させる旨の申述をするこ
とができる（第373条第１項）。
・裁判所は、少額訴訟の要件
を満たしていないときや少額
訴訟により審理及び裁判をす
るのを相当でないと認めるとき
などは、訴訟を通常の手続に
より審理及び裁判をする旨の
決定をしなければならない（第
373条第３項）。
・反訴禁止（第369条）

手続の特徴

手続費用

・異議申立期間の経過
により確定する（第116
条第1項）。
・職権で、仮執行宣言を
しなければならない（第
376条第１項）。
・支払の猶予をすること
ができる（第375条）。

・判決
・相当でない
と認める場合
を除き、口頭
弁論の終結
後直ちにす
る。判決の言
渡しを原本に
基づかないで
することがで
きる（第374
条）。

・即時に取
り調べるこ
とができる
証拠に限ら
れる（第371
条）。
・音声の送
受信により
同時に通話
をすること
ができる方
法によっ
て、証人を
尋問するこ
とができる
（第372条
第３項）。

口頭弁論、
公開

訴訟

簡易裁判
所
土地管轄
は民事訴
訟の一般
的な規律に
より定ま
る。

訴訟

・管轄は民
事訴訟の
一般的な規
律により定
まる。
・手形又は
小切手によ
る金銭の支
払の請求を
目的とする
訴えについ
ては、手形
又は小切
手の支払
地にも管轄
あり（第５条
第２号）。

民
事
訴
訟
法

（
第
６
編

）

少
額
訴
訟

控訴ができな
い（第380条第
１項）。
憲法違反を理
由とした特別
上告は可能
（第380条第２
項、第327条）

・少額訴訟判決を認
可し、あるいは取り消
す（第379条第２項、
第362条）。
・支払の猶予をするこ
とができる（第379条
第２項、第375条）。

・適法な異議があったとき
は、訴訟は口頭弁論の終結
前の程度に復する（第379条
第１項）。
・少額訴訟手続での訴訟資
料はそのまま異議審の訴訟
資料となる。
・反訴禁止（第379条第２項、
第369条）

500円（民事訴
訟費用法第３
条第１項別表
第１の17項イ）

受訴裁判所が引
き続き審理をす
る。

・控訴禁止（第377条）
・少額訴訟判決の送達を
受けた日から２週間以内
に異議を申し立てることが
できる（第378条）。

通常訴訟移行
後の判決は上
訴可能。

手形・小切手判決を
認可し、あるいは取り
消す（第362条）。

・適法な異議があったとき
は、訴訟は口頭弁論の終結
前の程度に復する（第361
条）。
・手形・小切手訴訟手続での
訴訟資料はそのまま異議審
の訴訟資料となる。

500円（民事訴
訟費用法第３
条第１項別表
第１の17項イ）

受訴裁判所が引
き続き審理をす
る。

・控訴禁止（ただし、手形
小切手訴訟により審理及
び裁判ができないという理
由での訴え却下の判決を
除く却下判決はこの限りで
ない）(第356条）。
・手形小切手訴訟により審
理及び裁判ができないと
いう理由の却下判決は、
控訴も異議申立てもでき
ず言渡しと同時に確定す
る。
・この判決の送達を受けた
日から２週間以内に通常
の手続により訴えを提起し
たときは、時効中断との関
係では、前の訴えの提起
のときにしたものとみなす
（第355条第２項）。
・手形・小切手判決（訴え
却下を除く）の送達を受け
た日から２週間以内に異
議を申し立てることができ
る（第357条）。

・異議申立期間の経過
により確定する（第116
条第１項）。
・職権で、仮執行宣言を
しなければならない。無
担保が原則である（第
259条第２項）。

判決―

・手形による金銭の支払の請求及び
これに附帯する法定利率による損害
賠償の請求（第350条第１項）
・小切手による金銭の支払の請求及
びこれに附帯する法定利率による損
害賠償の請求（第367条第１項）

民
事
訴
訟
法

(

第
５
編

）

手
形
・
小
切
手
訴
訟

訴訟の目的
の価額によ
る（民事訴訟
費用等に関
する法律第
３条第１項、
別表第１の
１）

・一期日審理の原則（規則第
214条）
・原告は被告の承諾を要しな
いで、訴訟を通常の手続に移
行させる旨の申述をすること
ができる（第353条第１項）。
・反訴禁止(第351条）

・原則とし
て、書証に
限られる。
文書の成
立の真否
又は手形
の提示に関
する事実に
ついて当事
者本人尋
問をするこ
とができる
(第352条第
１項、第３
項）
・文書提出
命令、文書
送付嘱託、
調査嘱託
はできない
（第352条
第２項、第
４項）

口頭弁論、
公開
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